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３ 暴力団対策法の施行状況等

(1) 指定状況

２月３日に松葉会（東京都）、５月２日に國粹会（東京都）が、都公安委員会により指定暴力団とし

て４度目の指定を受けた。また、２月３日に二代目福博会（福岡県）が県公安委員会により指定暴力団

として２度目の指定を受けた。

平成15年末現在、24の団体が指定暴力団として指定されている（ ）。図表４－16
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行政命令の発出状況(2)

ア 中止命令

平成15年における中止命令の発出件数は2,609件で、前年に比べ10件増加している（ ）。図表４－16

暴力団対策法施行後の中止命令の累計は２万228件に上っている。

形態別では、資金獲得活動である暴力的要求行為（９条）に対するものが1,553件（前年比58件（3.9

％）増）と全体の59.5％を、加入強要、脱退妨害（16条）に対するものが610件（前年比17件（2.9

％）増）と全体の23.4％を占めている。

団体別に見ると、山口組に対するものが1,115件と最も多く、全体の42.7％を占め、次いで稲川会

394件、住吉会393件の順になっている（ 。図表４－18）

事例１ 山口組傘下組織幹部による不当下請け参入要求行為に対する中止命令（兵庫）【 】

山口組傘下組織幹部(46)は、７月、神戸市内で建設工事を施工している建設会社の神戸支店を訪れ、

「仕事をさせろ。」等と告げ、前記支店の支店長から「発注業者は決まってる。今更変更出来ませ

ん。」等と要求を拒絶されるや「そこを曲げて何とかせいや。ワシらのことわかっとるやろ。」等と告

げて、前記工事の全部又は一部の受注を要求した（９月17日中止命令）。

事例２ 山口組傘下組織組員による高利債権取立て行為に対する中止命令（福岡）【 】

山口組傘下組織組員(34)は、10月、月に２割の利息を支払う約束で金銭を貸し付けた男性に対し、

「払わんやったら、直接親方が出てくるぞ。親方は若い頃から金貸ししようけん取立ては半端じゃない

ぞ。」等と告げて、高利で貸し付けた金銭の債務の履行を要求した（11月17日中止命令）。

イ 再発防止命令

平成15年における再発防止命令の発出件数は114件で、前年に比べ27件（19.1％）減少している

（ ）。暴力団対策法施行後の再発防止命令の累計は、729件に上っている。図表４－16

形態別では、資金獲得活動である暴力的要求行為（９条）に対するものが81件（前年比15件減）と

全体の71.1％を、加入強要、脱退妨害（16条）に対するものが27件（前年比10件減）と全体の23.7％

を占めている。

団体別に見ると、山口組に対するものが51件と最も多く、全体の44.7％を占め、次いで稲川会21件、

住吉会13件の順になっている（ ）。図表４－17

事例１ 道仁会傘下組織組員による加入強要行為に対する再発防止命令（福岡）【 】

道仁会傘下組織組員(31)は、平成14年８月、福岡県大野市内に居住する成人に対し、当該傘下組織に

加入することを強要したこと等から、更に反復して当該傘下組織に加入することを強要等するおそれが

あると認め、１年間、人に対し当該傘下組織に加入することを強要等してはならない旨を命じた（１月

９日再発防止命令）。
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事例２ 山口組傘下組織幹部による広告料要求行為に係る準暴力的要求行為の要求に対する再発防止【 】

命令（兵庫）

山口組傘下組織幹部(66)は、平成14年10月、指定暴力団員ではない知人の男性(57)に対し、同組の威

力を示して広告料を要求することを要求したこと等から、更に反復して類似の暴力的要求行為をするお

それがあると認め、１年間、前記男性に対し、同様の要求をしてはならない旨を命じた（４月18日再発

防止命令）。

ウ 事務所使用制限命令

平成15年における事務所使用制限命令の発出件数は６件である（ ）。図表４－17

【事 例】山口組対住吉会の対立抗争事件における事務所使用制限命令（宮城・栃木・愛知）

栃木県内におけるみかじめ料をめぐるトラブルを発端として山口組と住吉会の間に対立が生じ、４月

18日から５月23日にかけて、対立抗争に関連すると見られる暴力行為事案が22件発生した。このため、

宮城県警察本部長及び栃木県警察本部長は、両団体の関係事務所３か所に対し、事務所の使用を制限す

る仮の命令を発出した。また、それぞれの公安委員会は、当該仮の命令が不当でないと認めたことから、

仮の命令を発出した関係事務所３か所に対し、事務所の使用を制限する本命令を発出した（５月15日

（宮城・栃木）事務所使用制限命令）。

さらに、この抗争事件に関し、愛知県警察本部長及び栃木県警察本部長は、両団体の別の関係事務所

３か所に対し、同様の仮の命令を発出した後、それぞれの公安委員会が本命令を発出した（５月28日

（愛知）、６月５日（栃木）事務所使用制限命令）。

(3) 命令違反事件の検挙状況

平成15年の命令違反事件の検挙件数は13件（うち中止命令違反事件３件、再発防止命令違反事件10

件）で、暴力団対策法施行後の命令違反事件の累計検挙件数は66件（うち中止命令違反事件10件、再発

防止命令違反事件55件、中止命令及び再発防止命令違反事件１件）である（ ）。図表４－17
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図表４－17 行政命令の発出件数及び命令違反事件の検挙件数の推移

年次 平６ 平７ 平８ 平９ 平10 平11 平12 平13 平14 平15

区分
中止命令(件) 1,057 1,321 1,456 1,737 1,900 2,275 2,185 2,238 2,599 2,609

再発防止命令 37 33 43 60 43 25 95 96 141 114
0 0 0 0 0 5 0 8 0 6事務所使用制限命令

命令違反事件 1 0 6 9 8 7 4 7 11 13

【事例１】山口組傘下組織組員による脱退妨害行為に係る再発防止命令違反事件（釧路）

山口組傘下組織組員(27)は、平成14年７月、北海道釧路方面公安委員会から１年間、山口組傘下組織

から脱退しようとする暴力団員に対し、その行為を妨害してはならない旨の再発防止命令を受けていた

にもかかわらず、４月、北海道釧路市において、山口組傘下組織に属する暴力団員に対し脱退を妨害し

たことから、前記再発防止命令に違反した（６月26日検挙）。

【事例２】稲川会傘下組織組長による再発防止命令違反事件（静岡）

稲川会傘下組織組長(59)は、平成14年11月、静岡県公安委員会から１年間、配下の暴力団員に対し、

みかじめ料や物品購入を要求させること等を禁ずる旨の再発防止命令を受けていたにもかかわらず、平

成14年12月、静岡県下田市所在の飲食店経営者に対し、配下の暴力団員にみかじめ料を要求させたこと

から、前記再発防止命令に違反した（７月30日検挙）。
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